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ＳＤＧｓについて 

 

１ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）について 

・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）とは、2001年に策定され

たミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ：Millennium Development Goals）の後継として、2015年 9

月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された

2016年から 2030年までの国際目標です。 

※ＭＤＧｓは先進国が途上国を支援するのが中心でしたが、ＭＤＧｓの代わりに新しい世界の目標と

して定められたのがＳＤＧｓです。 

・持続可能な世界を実現するための 17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の誰一

人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っています。 

・ＳＤＧｓは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであ

り、我が国も積極的に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：外務省「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）について」（平成 31年１月） 

 

・ＳＤＧｓは政府だけでなく、民間企業、市民、研究機関など、各方面の多くの人々の参画のも

とで、社会課題を 2030 年までに解決していく合意が国際的に得られたものとして位置づけら

れています。 

・企業においても、持続可能性を意識したサステナブル経営や、環境（Environment）・社会

（Social）・ガバナンス（Governance）に配慮している企業を重視・選別する「ＥＳＧ投資」の

流れが強まっており、社会的な課題解決が事業機会を生み出す形が広まりつつあるという認識

が広まっています。 

  

資料６ 



2 

 

２ ＳＤＧｓの内容（例：目標１） 

 

目標 1．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

 

1.1 2030 年までに、現在 1 日 1.25 ドル未満で生活する人々と定義されている極度の貧困

をあらゆる場所で終わらせる。 

 

1.2 2030年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困状態にある、すべての年齢の男性、

女性、子どもの割合を半減させる。 

 

1.3 各国において最低限の基準を含む適切な社会保護制度及び対策を実施し、2030年まで

に貧困層及び脆弱層に対し十分な保護を達成する。 

 

1.4 2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、すべての男性及び女性が、基礎的サービ

スへのアクセス、土地及びその他の形態の財産に対する所有権と管理権限、相続財産、

天然資源、適切な新技術、マイクロファイナンスを含む金融サービスに加え、経済的資

源についても平等な権利を持つことができるように確保する。 

 

1.5 2030年までに、貧困層や脆弱な状況にある人々の強靱性（レジリエンス）を構築し、

気候変動に関連する極端な気象現象やその他の経済、社会、環境的ショックや災害に暴

露や脆弱性を軽減する。 

 

1.a あらゆる次元での貧困を終わらせるための計画や政策を実施するべく、後発開発途上

国をはじめとする開発途上国に対して適切かつ予測可能な手段を講じるため、開発協力

の強化などを通じて、さまざまな供給源からの相当量の資源の動員を確保する。 

 

1.b 貧困撲滅のための行動への投資拡大を支援するため、国、地域及び国際レベルで、貧

困層やジェンダーに配慮した開発戦略に基づいた適正な政策的枠組みを構築する。 

※「1.1」等最後が数字のものがターゲット。「1.a」等最後がアルファベットのものが達成手

法。 
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３ ＳＤＧｓへの国の方針と取組み 

・国はＳＤＧｓが創出する市場・雇用を取り込みつつ、国内外のＳＤＧｓを同時に達成し、日本

経済の持続的な成長につなげていくことを目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＳＤＧｓ実現のためのアクションプランが示されています。 

・自治体に強く関連するのは２つ目の柱「ＳＤＧｓを原動力とした地方の創生」となっています。 
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４ 自治体の政策との関係 

 

①ＳＤＧｓ未来都市 

・ＳＤＧｓ未来都市とは、ＳＤＧｓの１７項目の目標に合致する素晴らしい取り組みを行なって

いる地方自治体を「ＳＤＧｓ未来都市」として認定するもの。 

・地方自治体がお互いの取り組み事例を活かして、ＳＤＧｓの拡大機会になることを政府が狙っ

て、毎年、全国の自治体が未来都市に認定されています。 

 

②各自治体が行う支援制度 

・政府の掲げる２つ目の柱の流れに沿い、全国の自治体が様々な中小企業支援を開始し始めてい

ます。 

・その１つとして、平成 31年 1月 18日にスタートした「かながわＳＤＧｓパートナー」制度で

あり、神奈川県が行う中小企業支援で、神奈川県と連携してＳＤＧｓの推進ＰＲを自社の取り

組みを通じて行うことができることとなっています。 
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５ 総合計画策定とＳＤＧｓの関係（例：川崎市） 

 

〔川崎市の例〕 

・川崎市では、ＳＤＧｓが総合計画の基本構想に掲げるめざすべき都市像「成長と成熟の調和に

よる持続可能な最幸のまち かわさき」と同様の方向性であることから、総合計画を推進するこ

とを基本に、川崎市としてＳＤＧｓの達成に寄与する取組を進める上での考え方を取りまとめ

ています。ＳＤＧｓ推進方針は川崎市総合計画と連動させた内容で構成しています。 

・ＳＤＧｓの推進に向けた姿勢として、ＳＤＧｓの理念や目標、国の動向等を踏まえながら総合

計画の各施策・事務事業を実施することで、全庁をあげてＳＤＧｓ達成に寄与する取組を推進

するものとしています。 

・また、職員一人ひとりがＳＤＧｓの趣旨を十分に理解したうえで、持続可能なまちづくりや、

誰一人取り残さないことなどを強く意識した取組を進めるとともに、各施策・事務事業の連携

や市民、企業、団体等の多様なステークホルダーとの連携を図ることにより、経済・社会・環

境の三側面の調和や統合的な向上を目指した取組を推進するものとしています。 

・総合計画とＳＤＧｓとの対応は、ＳＤＧｓを的確にとらえた取組を着実に進めるために、総合

計画とＳＤＧｓの対応を明らかにしています。総合計画の 23の政策、及び 73の施策と、ＳＤ

Ｇｓの 17のゴール等との対応を示しています。 

 

 

 


